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要 旨

近年，医療を取りまく急速な環境変化のなかで，高度化および多様化するニーズをみたすため

に，看護職員の確保のあり方にも新たな展開が求められている。本稿では，看護職員の需要構造

に影響を与える医療制度改革の展開を概観しつつ，このような方向のもとでの看護職員の供給動

向を調べ，看護職員の労働市場の実態を明らかにして，その課題を探った。

看護職員の労働市場では，需要のある急性期病院，在宅療養関連の施設等に必要な看護職員が

十分に確保できない状況が深刻化しつつあることが明らかになった。今まさに，看護の現場では，

高質な市場を追及しつつ，必要なところに必要な看護職員をいかに確保するかが緊急性の高い課

題となっていることが指摘できる。
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abstract

In recent years, rapid changes in circumstances surrounding medical care necessitate another turn

in the securement of nursing staff to meet the needs of more sophisticated and diversified medical

care. This article addresses the following items to find their issues: an overview of a new dimension

of influences on the demand structure of nurses; exploration of the trends of nursing staff supply

in this direction; and clarification of the actual state of the labor market of nurses.

It was clarified that the labor market of nurses has an increasing problem of failure to secure nurses

who are in demand from acute hospitals, home therapy−related facilities etc. We are able to point

out that the nursing field is faced with the greatly urgent challenges of securing necessary nurses

for facilities in need of them from the high−quality labor market.
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はじめに

医療を取り巻く急速な環境変化のなかで，

高度化および多様化するニーズをみたすため

に，看護職員の確保のあり方にも新たな展開

が求められている。看護師・准看護師（以下，

看護職員）の労働市場の規模は大きい。職種

別にみた病院の従事者数では，看護職員が病

院の従事者総数の半数以上を占める１）。また，

看護職員就業者数の約９４％が女性であり，女

性看護職員就業者数は約１２４万人と，女性雇

用者総数２３２９万人の５．３％，ほぼ２０人に１人

に相当するなど，女性労働力人口の重要な層

を形成している２）。政府は２０２０年までの成長戦

略を盛り込んだ「日本再生戦略」の原案を公

表し，医療や介護，健康関連分野で，規制緩

和などを通じて２０年に５０兆円規模の市場を創

設し，２８４万人の雇用を生み出すことを明記し

た３）。労働力人口が減少する今，女性の労働市

場拡大は不可欠であり，雇用の受け皿として，

ここでも期待感を増すのが看護の分野だ。

このように，看護職員の労働市場が労働市

場全般に与えるインパクトは非常に大きいと

考えられるが，意外にその実態は知られてい

ない。今，その看護職員の労働市場において，

必要なところに必要な看護職員が不足してい

る，という状況が進んでいる。本稿では，看

護職員の労働市場を需要構造という面から検

証し，今後の看護労働力確保の課題について

考えてみたい。

わが国では急速な高齢化の進行，医療技術

の進歩，国民の意識の変化など，医療を取り

巻く環境変化のスピードは速い。このような

状況にあって，高齢者の慢性期医療・介護の

あるべき姿として，在宅重視，多様な居住施

設での医療対応の強化が重視されるようになっ

た。こうした流れのなかで，看護職員を求め

る場所にも変化が生じ，従来の病院施設だけ

でなく，在宅医療や介護関係の施設等でも多

くの看護職員を必要とするようになった。一

方，検査技術や抗がん剤をはじめとする薬物

療法の進歩など，診断技術と治療技術の進歩

はめまぐるしく，各医療分野において高い専

門性や知識を持った看護師への要求も強くなっ

ている。今まさに医療・介護を取り巻く環境

変化を機に，看護職員の量・質ともの確保が

緊急性の高い課題の一つとして注目されて

いる。

看護職員の労働市場に関する研究の多くは，

看護職員の労働供給を考察したものである。

看護職員の労働供給については，日本看護協

会が経年的に看護職員の移動や離職の実態に

ついてのアンケート調査を実施し，看護労働

供給が労働条件や労働環境への対応の如何に

より影響を受けることを確認してきた４）。これ

以外に，日本医療労働組合連合会は，１回目

２０００年，２回目２００５年に引き続き，３回目２００９

年から２０１０年にかけて，看護職員に限定した

約３万人規模の労働実態調査を実施している５）。

調査結果からは，看護職員の慢性的な人手不

足の実態とともに，そのことに起因する労働

基準法違反の常態化，また，看護職員自身が

自らの健康不安を持ちながら，看護に従事し

ている労働実態が指摘されている。

また，看護職員の労働供給に関する経済分

析には，資格を持ちながら就業していない“求

職行動中の看護師”の再就職行動に注目して，

仕事をやめた理由や求職期間，自身の資格や

経験，学歴，雇用形態，勤務形態の希望など，

再就職に影響を及ぼすと思われる個人属性や

職業特性などが，彼女らの再就業行動の容易

さ困難さや再就職結果にどう影響するかを，

ミクロデータ（日本看護協会中央ナースセン

ターが実施するナースバンク事業に登録され
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た個票データ）を用いた計量分析から明らか

にしている６）。

その結果，高学歴看護師が必ずしも就業に

有利でないこと，夜勤を含む交替制勤務を希

望する者は比較的就業しやすいこと，休職期

間が長いほど就業決定が困難になることが明

らかになっている。なお，看護職の求職が成

功し，求人側の希望とマッチした望ましい就

業決定に至るためには，何らかの政策介入が

必要であり，代表的な介入方法は診療報酬に

よる政策誘導であることが指摘されている。

さらに，看護職員の就業構造の動向につい

て，労働力供給の要である養成制度に関して，

これを決定する医療・福祉政策の動きに触れ

つつ論じ，就業構造の変化の中で，医療・福

祉職場における看護職員と介護職員の労働が

どのような状況にあるかを論じた研究もあ

る７）。

このような先行研究から，看護職員の労働

市場を検討するうえで，供給面からのアプロー

チが重要な課題であることはすでに指摘され

ているが，あわせて，需要サイドを検証し，

需要と供給のバランスを探りながら，看護職

員の労働市場の課題を検討することもきわめ

て重要な作業になる。

本稿では，次のような検討を行う。まず，

看護職員の需要に影響する医療制度改革の展

開を概観し，政府の取った医療制度改革の基

本戦略が看護職員の労働市場の需要構造に与

えた影響を明らかにする。そして，これまで

の看護職員確保策の展開や，教育制度の特徴

を調べるとともに，日本看護協会の「看護関

係統計資料集」を再集計したものを用いて看

護職員の養成状況を確認することで，供給動

向を明らかにする。さらに，養成課程別の新

卒者の就業場所，就業看護職員の就業場所の

状況，都道府県ナースセンターに登録してい

る求職者の再就職の動向等から，看護職員の

労働市場の実態を明らかにする。最後に得ら

れた内容をまとめる。

Ⅰ．看護職員の需要構造の変質と背景

１．需要構造変質の背景

わが国の医療提供体制は，医療機関の整備

を図る目的で１９４８（昭和２３）年に医療法が制

定され，１９６１（昭和３６）年に国民皆保険を実

現して以来，全国民に必要な医療サービスを

提供していくため，医療提供体制の一層の充

実が図られ，医療機関数・医療従事者数とも

に大きく拡大していった。

その一方で，高齢化の進展，人口・世帯構

造や疾病構造の変化，国民の医療に対するニー

ズの変化，医療技術の高度化など，時代の変

化とともに医療を取りまく環境は大きく変化

した。しかしながら，わが国の医療提供体制

は，量的整備が充実する一方，機能の分化が

十分とはいえず，必要な医療サービスが不足

するなど，環境変化に十分に追いつけずにき

た。とりわけ近年では，歴史上経験のない人

口減少・超高齢社会を迎える中，医療制度を

支える社会経済情勢には大きな変化が生じ，

医療の質と医療費の適正化の両立という難し

い課題に直面するようになった。

こうした流れの中で，２０００年に介護保険制

度が施行し，医療保険と介護保険が機能分担・

連携を図りながら医療制度改革を推進するこ

とが可能になった。２００６（平成１８）年には医

療制度改革関連法案が成立し，国民の生活の

質の確保・向上と医療の効率化を掲げた医療

費の適正化が本格的に始動する。この法律案

には，これからの日本の医療の目指すべき方

向性が示されている。柱のひとつは，医療施

設機能の役割分担を明確にし，効率的な医療

提供体制を再構築することにある。急性期か
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ら回復期，在宅医療に至る医療を地域ごとに

切れ目なく確保する医療提供体制を構築する

ことで入院期間を短縮し，医療費の適正化に

結びつけることがねらいである。

これに関連して，２０１１（平成２３）年１２月，

社会保障審議会医療部会は，病院・病床の機

能の明確化・強化による急性期医療の機能強

化と在宅医療の推進を大きな柱とする医療提

供体制の改革に関する意見をまとめている８）。

病院機能に関しては，患者の早期の社会生活

復帰を可能とする観点から急性期医療を充実

し，急性期医療と亜急性期９）・回復期のリハビ

リテーション等を連携させ，在宅医療を推進

する。なおかつ，病院と診療所の連携や医療・

介護間の連携により，少しでも長く住み慣れ

た地域で生活できる体制整備を目指す。

さらに，２０１２（平成２４）年の「社会保障・

税一体改革大綱」においては，これまでの医

療制度改革をさらに発展させる形で，高度急

性期への医療資源集中化による入院医療強化，

医療・介護サービス体制の連携強化等を内容

とする制度改革に取り組むことが閣議決定し

た１０）。このような医療制度改革の展開により，

在宅医療の社会的ニーズは今後一層高まり，

在宅医療を支える看護職員の需要も増大する。

こうして，これまで看護職員の主な勤務場所

であった病院や診療所だけでなく，在宅医療

の推進に重要な役割を果たす訪問看護ステー

ション，介護保険施設，社会福祉施設等でも

多くの看護職員が必要になる。

２．労働需要構造の変質

政府は，看護職員の確保対策に資する基礎

的資料として，昭和４９年の第１次看護職員需

給見通しを皮切りに，平成２２年の第７次需給

見通し（平成２３年から２７年までの５年間）に

至る「看護職員需給見通し」を策定してい

る１１）。これによると，看護職員の需要は，平成

２３年の約１４０万４千人から，２７年には１５０万

１千人に増加する見込みであり，約６．９％の伸

び率となっている。そのうち，病院について

は，約２３万２千人から２４万２千人（伸び率

７．３％），訪問看護ステーションについては，

約２万８千人から３万３千人（伸び率１６．９％），

介護保険関係については，約１５万３千人から

１６万５千人（伸び率７．４％），社会福祉・在宅

サービスについては，約１万９千人から２万

２千人（伸び率１２．２％）に上昇する見通しで

ある。

医療制度改革の流れを反映し，需要の伸び

率が最も著しいのは訪問看護ステーションで

あり，次いで社会福祉・在宅サービス，介護

保険関係，病院の順となっている。なお，訪

問看護ステーション，社会福祉施設，在宅サー

ビス，介護保険関係を合計したものが需要全

体に占める割合は，平成２３年には４．５％であっ

たが，平成２７年には１４．７％にまで上昇する見

通しである。このように政府も，急性期医療

を中心とする病院の伸び率を上回る勢いで，

訪問看護ステーション，介護保険関係，社会

福祉施設・在宅サービス等の在宅医療・介護

関係の施設等における看護職員の需要が膨ら

む見通しを示している。

こうして，在宅分野のサービスの量的な拡

大とサービス内容の多様化が見込まれる状況

にあっては，これまで重点的に取り組まれて

いる看護職員の量的な確保だけでなく，需要

構造に合致する人材をいかにバランスよく確

保するかも緊急性の高い課題になってくる。

Ⅱ．看護職員の供給動向

１．看護職員確保策の展開

次に，看護職員の供給動向をみてみたい。

看護現場では，現行の診療報酬体系における

看護職員の需要構造と看護労働力確保の課題
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看護人員配置の制約のなか，高度かつ広範な

技術と知識が求められる看護業務をこなす傍

らで，院内でのさまざまな教育・研究・医療

安全の確保と多忙をきわめている。また，管

理者にとって，看護部門に求められる成果を

達成するために必要な人員確保は至上の課題

となっている。

看護職員確保策を検討するにあたっては，

先述のように，昭和４９年を皮切りに今日まで

策定されている看護職員需給見通しが主な基

礎的資料となるが，この間，平成２年には，

この年を初年度とした「高齢者保健福祉推進

十ヵ年戦略（ゴールドプラン）」が策定され，

これに伴って更なる看護職員の増加が見込ま

れた。このような状況に適切に対応するため，

当時の厚生省は，平成２年８月に「保健医療・

福祉マンパワー対策本部」を設置し，平成３

年３月には，緊急に講ずべき対策等を中心に，

中間報告を取りまとめた１２）。また，これを踏ま

え，平成４年６月には，いわゆる「人材確保法」

（「看護婦等の人材確保の促進に関する法律」

及び「社会福祉事業法及び社会福祉施設職員

退職手当共済法の一部を改正する法律」）が成

立した１３）。この「人材確保法」に基づく基本方

針を基盤として，離職の防止，養成力の強化，

再就業の支援等の総合的な看護職員確保対策

が本格的に始動する。

具体的には，「看護婦等の人材確保の促進に

関する法律」において，看護職員確保対策の

拠点としての「中央ナースセンター」及び「都

道府県ナースセンター」が法律的に位置づけ

られる。ナースセンター事業では，主に潜在

看護職員の再就業の促進や，社会的評価の向

上に向けた啓発活動等が展開される。また，

養成力の強化のために養成所の設置推進や，

労働条件や労働環境の改善による離職防止対

策も強化された。

２．看護基礎教育制度

看護職員の供給の要となるのは教育制度で

ある。看護教育制度は，一般的に看護職に従

事するまでの教育機関での教育（看護基礎教

育）と，看護職の免許を得た後の現任教育を

含む看護継続教育に大きく分けることがで

きる。

まず看護基礎教育には，看護師と准看護師

の２つの制度がある。看護師養成コースは，

高校卒業後，看護系大学・短期大学・看護師

養成所などで３年間（大学は４年間）の教育を

受ける方法と，准看護師の資格を取得してか

ら，進学課程といわれる，夜間（昭和３７年），

あるいは通信制（平成１６年）の看護師２年課

程に進学する方法，及び高等学校の衛生看護

科（昭和３９年）から専攻科（昭和４３年）に進

学する方法がある。また，平成１４年度からは

高等学校の衛生看護科とその専攻科を合わせ

た看護師養成課程（５年一貫課程）も始まっ

た。５年一貫課程では，高校３年間を修了すれ

ば高等学校卒業の資格が与えられ，大学等へ

進むこともできるが，これまでのように，准

看護師の受験資格は与えられない。さらに大

学教育は，専門性を高める大学院として修士

課程（昭和５４年），博士課程（昭和６３年）を

設置している。平成２３年時点で，修士課程は

１３４校，博士課程は６５校が設置され漸増して

いる１４）。

一方，准看護師養成課程には，中学卒業を

入学要件とする准看護師養成所２年課程と，

高等学校衛生看護科の２つのコースがある。

また，中学校卒業後准看護学校に入学し，同

時に定時制高校にも在籍する連携教育のもと

で，准看護師資格と４年間で高校卒業資格を

取得できるコースもある。このように，看護

基礎教育には，看護師・准看護師の養成コー

スと，一旦，准看護師資格を取得してから看
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護師資格をめざすコースが用意されるなど，

多様なコースが並存している。

３．看護継続教育制度

次に看護継続教育であるが，看護の分野は

専門的な知識や技能を必要とするため，訓練

を施さなければ技能水準は陳腐化する。にも

かかわらず，医療現場の環境変化のスピード

はめまぐるしく，変化するニーズを満たすた

めに，看護職員には継続的に知識や技能を磨

く努力が要求される。このような状況にあっ

て，高度化，専門分化が進む医療現場で高い

効果をあげる専門看護師・認定看護師の認定

制度も発足している。

１９９４年には専門看護師制度，１９９５年には認

定看護師制度が発足し，それぞれ２年後に専

門看護師，認定看護師がはじめて誕生するな

ど，看護のスペシャリストの養成が本格的に

始まった。２０１２年４月時点では，専門看護師

は７６大学院，１９５課程，認定看護師は６３課程

で養成され，認定制度創設から１５年以上を経

過し，専門看護師７９５人，認定看護師１０，８７５

人が誕生している１５）。

専門看護師・認定看護師の認定者が増え，

高い専門性と看護実践が徐々に認められるよ

うになり，診療報酬制度上で専門看護師・認

定看護師の配置が評価される。２００２年度診療

報酬改定では，はじめて専門看護師・認定看

護師の配置に対する診療報酬制度上の加算が

認められ，それ以降も，分野ごとの加算項目

は順次増えつつある１６）。

また２００６年の医療制度改革では，それまで

認めていなかった専門看護師・認定看護師の

名称の広告が可能になった。医療・介護と同

様に看護も情報の非対称性が問題となるが，

専門看護師・認定看護師の名称の広告が認め

られることで，専門性の高い看護師の配置が

病院の宣伝として利用できるようになる。こ

れは病院評価にも直結するため，病院経営者

に専門看護師や認定看護師の採用・配置を促

すインセンティブを与えることになる。また，

看護職員にとって認定への意欲を発揮させる

努力インセンティブを向上させることにもつ

ながる。

４．養成状況

看護基礎教育の状況（学校数，１学年定員，

入学者数，定員充足率）を，「看護関係統計資

料集」（日本看護協会出版）を再集計したもの

で確認しよう（表１）１７）。

大学数は，平成１４年には９８校であったが，

平成２３年には２００校と１０年間で倍増する一

方，３年課程の短期大学数は，平成１４年の６０

校から２３年には２７校に半減し，短期大学から

大学への移行と同時に，看護教育の大学化は

確実に進んでいる。ただし，３年課程の養成所

数は，平成１４年の５０３校から，平成２３年には

５１２校に増えており，依然として学校養成所数

全体に占める割合は７割程度で最も多い，

准看護師養成課程の学校数は，高等学校衛

生看護科の数が平成１４年の１２６校から平成２３

年には１８校まで減少し，その進学先である専

攻科も６１校から８校に減少する一方，５年一

貫課程は６５校から７５校に増えている。なお，

医師会が主な設置主体である准看護師養成所

は，平成１４年には３３７校であったが，平成２３

年には，２３３校まで漸減し，看護基礎教育は，

准看護師養成から看護師養成に完全に重心を

移しつつある。学校養成所数とほぼ同様の推

移を示す１学年定員は，平成２３年４月時点に

は，３年課程看護師養成所で２５，３６４人と最も

多く，次いで，大学の１６，０５９人である。

定員充足率（入学者／１学年定員）は，３年

課程 （平成１４年：大学１０６．４％，短期大学
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１０６．１％，養成所９７．９％），（平成２３年：大学

１０８．７％，短期大学１１２．５％，養成所１０１．９％）

と，大学・短期大学を中心にほぼ定員超過の

水準で推移している。とりわけ大学では，１学

年定員数が，平成１４年から２３年にかけて２倍

強に増加しているにもかかわらず，平成２３年

の定員充足率は１００％を越える水準で上昇傾

向にあり，看護系大学の人気ぶりは続いて

いる。

准看護師課程養成では，平成２３年の定員充

足率は９８．６％と「定員割れ」が生じているが，

これは，高等学校衛生看護科の定員充足率が

７～８割程度にとどまっているためであり，准

看護師養成所は，平成１４年以降１００％前後の

水準を維持している。学校数・定員数ともに

漸減する准看護師養成所ではあるが，定員充

足率が１００％を超える年もあるなど，准看護

師養成所への入学希望者は，いまだ少ないわ

けではない。

入学者の動向（年齢・一般教育学歴）を養

成課程別にみると（表２，３），大学・短期大学

の入学者の大半は，高等学校新卒あるいは卒

業後２～３年以内の者である。３年課程の養成

所も，２０才代前半及び高等学校新卒業者が多

数を占めるが，それでも大学や短期大学とく

らべると，入学者の年齢や学歴の幅は広がる。

これに対し，准看護師養成所の入学者は，３年

課程の看護師養成所とくらべても，さらに年

齢や学歴の幅が広がり，その割合も増える。

例えば，３０代の入学者が３割近く，４０代が１割

近くを占めるなど，社会人経験のある年代の

者もかなり多い。

また，表３に示すように，３年課程看護師養

成所や准看護師養成所の入学者には，大卒・

短大卒の者が漸増しており，「学び直し」をす

る入学者が多いのも特徴である。この背景に

は，大学での専攻によっては，特別な資格や

スキルが得にくく，大卒の就職難を反映して，

大学卒業後すぐに看護師養成所や准看護師養

成所へ再入学する，あるいは社会人経験のあ

る者が「学び直し」をするなどの影響がある

ものと考えられる。

このように，多様なコースが並存する看護

基礎教育制度は，その他の医療専門職とくら

看護師
（合計）

３年課程
（合計）

大学
短期
大学

養成所
２年課程
（合計）

短期
大学

高等学校
専 攻 科

養成所
５年一
貫教育

准看護師
（合計）

衛 生
看護科

養成所

学校数 平成１４ １１０９ ６６１ ９８ ６０ ５０３ ３８３ １０ ６１ ３７３ ６５ ４６３ １２６ ３３７

１９ １０３４ ７０７ １５８ ３７ ５１２ ２５９ ４ １５ ２５５ ６８ ２８０ ２４ ２５６

２３ １０２３ ７３９ ２００ ２７ ５１２ ２０９ ２ ８ ２０７ ７５ ２５１ １８ ２３３

１学年
定員
（人）

平成１４ ５３６３０ ３３８２７ ７１４０ ３６５０ ２３０３７ １６４２８ ５７０ ２９５５ １５８５８ ３３７５ １５５５３ １２１０ １４３４３

１９ ５５１１４ ３７９００ １２３２３ ２１３０ ２３４４７ １３７０４ ４９０ ４９０ １３２１４ ３５１０ １３２６３ １０７０ １２１９３

２３ ５９５１７ ４３５５３ １６０５９ ２１３０ ２５３６４ １３８６９ ４５０ ３６０ １１６６９ ３８４５ １１６９０ ８３０ １０８６０

入学者数
（人）

平成１４ ５３１４６ ３４０２５ ７５９５ ３８７４ ２２５５６ １５６０９ ５８０ ２８９２ １５６０９ ３５１２ １５４２２ ９７５ １４４４７

１９ ５４６６９ ３８４９２ １３２６０ ２１２８ ２３１０４ １２７６２ ４６６ ４６３ １２２９６ ３４１５ １２４０８ ８８５ １１５２３

２３ ６０３３２ ４５６９３ １７４５７ ２３９７ ２５８３９ １０５４６ ３５５ ３２６ １０１９１ ４０９３ １１５２１ ７５２ １０７６９

充足率
（％）

平成１４ ９９．１ １００．６ １０６．４ １０６．１ ９７．９ ９８．４ １０１．８ ９７．９ ９８．４ １０４．１ ９９．２ ８０．６ １００．７

１９ ９９．２ １０１．６ １０７．６ ９９．９ ９８．５ ９３．１ ９５．１ ９４．４ ９３．５ ９７．３ ９３．６ ８２．７ ９４．５

２３ １０１．４ １０４．９ １０８．７ １１２．５ １０１．９ ８７ ７８．９ ９０．６ ８７．３ １０６．４ ９８．６ ９０．６ ９９．２

出所：日本看護協会出版会『看護関係統計資料集』平成１４年、平成１９年、平成２３年より作成。

表１ 学校養成所の状況
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べ，看護職を目指す人々に個人の状況にあっ

た看護教育の機会を提供している。とりわけ

看護師養成所や准看護師養成所は，社会人経

験のある者や主婦，あるいは専攻を方向転換

して看護職を目指す「学び直し」をする者に

も，比較的入学しやすい制度となっている。

とはいえ，近年の看護教育の大学化と，准看

護師養成から看護師養成への移行に伴い，「学

看護師３年
課程大学 短大 養成所

看護師２年
課程短大 養成所

准看護師
養成所

大学卒 平成１４ １．３ ２．５ ４．６ ０．９ ２．７ ４．２

平成１９ ０．８ ２．６ ６．３ １．７ ３．５ ６．１

平成２３ １．０ ３．８ ９．８ － ４．５ ９．０

短大卒 平成１４ ０．６ １．３ ３．１ １．６ ５．１ ７．９

平成１９ ０．３ １．１ ３．２ － ４．７ ８．３

平成２３ ０．２ １．７ ３．５ － ６．０ ８．５

高校卒 平成１４ ９７．７ ９５．８ ９１．８ ９７．４ ９１．７ ８３．８

平成１９ ９８．６ ９５．４ ８９．１ ９６．９ ８８．９ ７７．８

平成２３ ９８．４ ９３．８ ８５．２ ９９．７ ８７．１ ７１．８

中学校卒 平成１４ － － － － ０．５ ３．８

平成１９ － － － － ２．７ ５．１

平成２３ － － － － ２．４ １０．２

出所：日本看護協会『看護統計資料集』平成１４年、平成１９年、平成２３年より作成。
注：養成所別の入学者の一般教育学歴別割合を示している。

看護師３年
課程大学 短大 養成所

看護師２年
課程短大 養成所

准看護師
養成所

１７歳未満（％） 平成１４ － － － － － ０．８

１９ － － － － － ０．５

２３ － － － － － ０．２

１７～１９歳未満（％） 平成１４ ９３．３ ９０．６ ８５．１ ８２．４ ２９．５ ４８．０

１９ ９４．５ ９３．０ ８０．５ １５．３ ５．２ ３４．７

２３ ９５．４ ８７．７ ７３．７ ２３．０ ５．４ ３１．２

２０～２９歳未満（％） 平成１４ ５．９ ８．０ １２．７ １２．７ ５４．５ ２７．７

１９ ４．８ ５．７ １４．８ １５．２ ４８．７ ３７．０

２３ ８．４ ８．４ １６．１ １．９ ３５．１ ３１．９

３０歳代（％） 平成１４ ０．７ １．４ １．９ ３．９ １３．１ １２．６

１９ ０．７ １．１ ４．２ ３４．６ ２７．９ ２２．０

２３ ０．８ ２．８ ８．０ ３２．１ ３４．７ ２７．６

４０歳以上（％） 平成１４ ０．１ － ０．１ ０．９ ２．９ ３．１

１９ ０．１ ０．２ ０．４ ３４．９ １８．２ ６．５

２３ ０．２ １．１ １．１ ４２．８ ２４．７ ８．９

出所：日本看護協会『看護統計資料集』平成１４年、平成１９年、平成２３年より作成。
注：養成所別の入学者の年齢階級別割合を示している。

表２ 入学者の属性（年齢階級別）

表３ 入学者の属性（一般教育学歴別）
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び直し」の受け皿は徐々に狭まりつつある。

Ⅲ．看護労働市場の実態

１．新卒就業者の就業場所

次に，新卒者の就職先を課程別にみてみた

い。新卒就業者は病院に就職する者が圧倒的

に多い。表４は，新卒者の就職場所構成比の

推移を養成課程別に示したものである１８）。すべ

ての課程でこの間に病院就職者の比率が高まっ

た。看護師養成課程では，とりわけこの傾向

が強く，看護師として就業した大学・短期大

学の新卒者で病院以外に就職する者は皆無に

近い。なお。准看護師として就業した新卒者

も，病院に就職する者の比率が上昇しつつあ

るが，それでも診療所や介護老人保健施設等

に就職する者も一定の割合は存在する。この

ように新卒者の就業場所は，看護師を中心に

病院に集中する一方，需要が高まる訪問看護

ステーション，介護保険施設，社会福祉施設

等に就職する新卒者は少ないのが現状である。

こうした背景には，政策介入による影響が

大きいことも見逃せない。２００６年度診療報酬

改定では，看護職員の「７対１」入院基本料が

新設された。入院の際，患者１日当たりで医

療保険から病院に支払われる入院基本料は看

護職員１人当たりの入院患者数で決まり，看

護師密度が高いほど高額に設定されている。

従来「１０対１」（看護職員１人に入院患者１０人）

が最高の入院基本料であったが，２００６年度か

ら新しい「７対１」基準が設定され，１０対１よ

看護師３年課程 看護師２年課程 准看護師養成

大学 短大 養成所 短大 養成所 専攻科 衛生看護科 養成所

看護師（准看護師）
として就業（％）

病院 平成１４ ７１．９ ６９．７ ８３．４ ７９．２ ７６．３ ７６．２ ９．７ ４４．９

１９ ７８．４ ７６．４ ８９．９ ７０．８ ７５．５ ８３．５ １５．４ ３１．２

２３ ８１．４ ７９．７ ９２．３ ５３．３ ８０．４ ９３．６ １４．６ ５１．３

診療所 平成１４ ０．１ － ０．１ ０．５ ３．１ ０．５ ２．５ １８．４

１９ ０．１ － ０．１ ０．６ ３．８ ０．７ ３．４ １３．３

２３ － － ０．１ １１．７ ５．４ ０．２ １．３ １３．０

（介護）老人
保健施設

平成１４ － － － － ０．３ － ０．７ －

１９ － － － ２．９ １．５ － ０．８ １．９

２３ － － － ４．２ ２．８ － ０．８ ２．６

その他 平成１４ ０．９ ０．２ － － ０．５ ０．２ ０．２ １．８

１９ ０．１ － － ２．０ １．６ ０．３ ０．３ ２．８

２３ － － ０．２ １０．４ １．８ ０．３ １．３ ２．６

看護師（准看護師）
以外として就業
（％）

平成１４ ２．４ ０．２ １．５ － １．１ － １．５ １．６

１９ １．８ １．３ ０．８ ４．９ ０．９ － １．７ ０．８

２３ １．５ １．５ ０．７ － ０．９ １．２ １．６ １．３

未就業（％） 進学 平成１４ ７．０ ２０．８ ５．５ ７．１ １．３ ２．０ ７８．０ ２２．３

１９ ４．７ １５．９ ５．３ ５．７ ０．７ １．２ ７４．０ ２８．１

２３ ４．４ １３．５ ４．１ ０．８ ０．８ １．９ ７７．４ ２３．２

その他 平成１４ ４．９ ８．８ ９．１ １７．０ １７．０ ２０．９ ８．９ ７．０

１９ ２．７ ６．３ ３．５ ７．１ ７．１ １１．１ ４．１ ５．２

２３ ２．４ ４．８ ２．３ ７．８ ７．８ １．６ ２．８ ５．６

出所：日本看護協会『看護統計資料集』平成１４年、平成１９年、平成２３年より作成。

表４ 新卒者の就職場所
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り高額に設定された。すなわち，「７対１」体

制をとれるかどうかは，病院収入に直結し，

急性期に対応できる看護基準をもつという，

世間の病院評価にもつながる。そこで病院は

「７対１」を満たすため，病院のプライドをか

けて新卒・既卒者の獲得にいっせいに乗り出

さずにはいられなくなった。こうして，急性

期病院の中核として位置づけることができる，

すべての特定機能病院と多くの地域医療支援病

院を中心に，新卒者の争奪が展開されている。

２．看護師・准看護師の就業場所

表５は，就業場所別の就業看護師（准看護

師）数・割合を示したものである１９）。看護師の

就業場所は病院に集中しており，診療所勤務

の看護師は全就業者数の１割程度の推移でし

かない。なお，医療施設（病院・診療所）以

外の介護保険施設等に就業する看護師の比率

はさらに低い。これに対し准看護師は，看護

師と比べ診療所や介護保険施設等に勤務する

者の比率が多い。ただし，訪問看護ステーショ

ンでは，准看護師より看護師の就業者のほう

が多い。このように，看護師の就業は病院に

集中し，准看護師は病院だけでなく診療所や

介護保健施設等へも分散して就業するという

ように，看護職員の就業場所は，看護師と准

看護師の資格による分化が鮮明になっている。

さらに，年齢階級別に看護師（准看護師）

の就業場所構成比をみると（表６），病院では，

看護師，准看護師ともに３０歳代以下の比率が

高い。これに対し，診療所，介護保健施設等

は，４０歳代以上の比率が高まる。とりわけ介

護保健施設等では，６０歳以上の看護師・准看

護師も１割程度の比率を占めるなど，その健

闘ぶりが目立つ。訪問看護ステーションにつ

いては，４０歳代の看護師の就業者の比率が最

も高い。このように新卒時に病院に集中する

就業者は，出産や育児の負担が生じ始める３０

代，４０代を境に，子育てなどの事情があって

も比較的働きやすい病院以外の診療所や介護

保険関係の施設等に移る者が増える。実際に

看護職員が自己都合で退職する理由の上位は，

総数 病院 診療所
訪問看護
ステーション

老人保健施設
（介護老人保健施設）

社会福祉施設 その他

平成８年
５４４９２９

（３８３９６７）
４５３７２７（８３．３）

（２４２１２８）（６３．１）
５２２８８（９．６）

（１１８７０１）（３０．９）
６１７４（１．１）

（１２９１）（０．３）
４６０４（０．８）

（８５０７）（２．２）
８３３０（１．５）

（９２５３）（３．４）
２７９２（０．５）
（３５５）（０．１）

１２
６５３６１７

（３８８８５１）
５１６９２８（７９．１）

（２１９７１８）（５６．５）
６８８０５（１０．５）

（１２７７０１）（３２．８）
１８５７５（２．８）
（３０９２）（０．８）

１０３２８（１．５）
（１６４２１）（４．２）

１４８５２（２．２）
（１６５１１）（４．２）

２３２１（０．３）
（２６７）（－）

１６
７６０２２１

（３８５９６０）
５８２２６８（７６．６）

（１９９１０９）（５１．５）
８４５７１（１１．１）

（１２６１６７）（３２．６）
２２９３１（３．０）
（３００４）（０．７）

３６８１８（４．８）
（４６６１２）（１２．０）

７３８３（０．９）
（６１９９）（１．６）

２６２００（３．４）
（４８４１）（１．２）

２０
８７７１８２

（３７５０４２）
６５６０１２（７４．８）

（１８０８８３）（４８．２）
１０７２３７（１２．２）

（１２３０８３）（３２．８）
２４６２８（２．８）
（２７５４）（０．７）

３７７３８（４．３）
（５５１０２）（１４．６）

１０３０４（１．１）
（７８４１）（２．０）

３１２１５（３．５）
（５３４２）（１．４）

２２
９５２７２３

（３６８１４８）
７０６２７９（７４．１）

（１７０５７６）（４６．３）
１１８５７６（１２．４）

（１２０６８０）（３２．８）
２７２１０（２．８）
（２８１６）（１．６）

５５５０５（５．８）
（６０６３７）（１６．４）

１１８７２（１．２）
（８２４６）（２．２）

３７１２８（３．８）
（５１６１）（１．４）

出所：日本看護協会『看護統計資料集（平成８年、１２年、１６年、２０年、２２年）』及び「衛生行政報告例（平成１０年、１２年、
１６年、２０年、２２年）」より作成。

注：総数の比率は、総数に対する就業場所別就業看護師（准看護師）数の割合である。
下段は、就業准看護師数・割合である。

表５ 就業場所別の就業看護師（准看護師）数・割合（単位：人、％）
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「結婚」，「出産・育児・子どものため」であ

り，就業継続には就業場所の選択がカギとなっ

ている２０）。

３．再就職者の動向

続いて，再就職者の動向を検討するため，

求人数，求職者数，求人倍率（求職者数に対

する求人数の割合），求人充足率（求人数に対

する就職に至った者の割合）の推移を比較す

る。用いるデータは，都道府県ナースセンター

の求人登録票および求職者登録票によるナー

スセンター登録データ統計資料集（平成１１年

度～２０年度）である２１）。なお，平成１６年４月

に，中央ナースセンターが作成した統計の入

力，集計システムが大幅に変更になり，それ

まで都道府県ナースセンターごとに行ってい

たナースセンター登録データは，求人施設・

求職者ともに複数の都道府県に登録できるよ

うになった。よって，平成１１年度から１５年度

と平成１６年度から平成２０年度の集計結果の整

合が取れていない項目があるということを考

慮してデータを読み取る必要がある。

平成１１年度から２０年度にかけての求人倍率

は，１．２３倍から２．３２倍に上昇し，人材不足感

は強まりつつある。なおかつ，この間の求人

充足倍率は，１６．１％から７．５％に低下してお

り，求人側と求職者の希望がうまく合致しな

い雇用のミスマッチが拡大している（表８）。

次に，施設の種類別に求人倍率と求人充足

率の推移を見てみたい（表８）。この間の施設

種類別の求人倍率は，病院では１．２１倍から

２．１２倍に上昇しており，平成１８年の医療制度

改革の展開を契機に，病院の人材不足感は一

気に強まっている。さらに，病床規模別に求

総数 病院 診療所
訪問看護
ステーション

老人保健施設介護
老人保健施設等

社会福祉施設 その他

総数
９５２７２３

（３６８１４８）
７０６２７９（７４．１）

（１７０５７６）（４６．３）
１１８５７６（１２．４）

（１２０６８０）（３２．８）
２７２１０（２．８）
（２８１６）（１．６）

５５５０５（５．８）
（６０６３７）（１６．４）

１１８７２（１．２）
（８２４６）（２．２）

３７１２８（３．８）
（５１６１）（１．４）

２５歳未満
８６５１２

（１２５３８）
８４０６８（１８．８）
（８９５３）（５．２）

１６８９（１．４）
（２７２７）（２．２）

４７（０．１）
（１９）（０．６）

３８４（０．６）
（６９８）（１．１）

７６（０．６）
（９０）（１．０）

１３６（０．３）
（１１）（０．２）

２５～２９歳
未満

１４５５５７
（２１８３１）

１３１７７８（１８．６）
（１２８８９）（７．５）

９３７９（７．９）
（６１３３）（５．０）

６６１（２．４）
（７３）（２．５）

２１２２（３．８）
（２３２７）（３．８）

６０６（５．１）
（２６０）（３．１）

１００４（２．７）
（４８）（０．９）

３０歳代
３０２６３９
（７５４７４）

２３４０９１（３３．１）
（３７１１９）（２１．７）

３８６７１（３２．６）
（２５５９９）（２１２）

７５３３（２７．６）
（６２３）（２２．１）

１２２３１（２２．０）
（１０１２３）（１６．６）

２８５５（２４．０）
（１２４４）（１５．０）

７１２３（１９．４）
（７５５）（１４．６）

４０歳代
２４０６４３

（１０５３０２）
１５２２４３（２１．５）
（４３１９３）（２５．３）

４２３３６（３５．７）
（４０２１９）（３３．３）

１１８３２（４３．４）
（１０７０）（３７．９）

１７８０４（３２．０）
（１７０２４）（２８．０）

３７２７（３１．３）
（２２８３）（２７．６）

１２６６７（３４．１）
（１１４８３）（２８．７）

５０歳代
１４３４５６

（１０５５２７）
８７５１８（１２．３）

（４８２９７）（２８．３）
２１１７３（１７．８）

（３３２３６３）（２６．８）
６０２９（２２．１）
（７０７）（２５．１）

１６２８１（２９．３）
（１９６５１）（３２．４）

３２２３（２７．１）
（２８０６）（３４．０）

９２０９（２４．８）
（１６９９）（３２．９）

６０歳以上
３３９１６

（４７４７６）
１６５８１（２．３）

（２０１２５）（１１．７）
５３２８（４．４）

（１３６３９）（１１．３）
１１０８（４．０）

（３２４）（１１．５）
６６８３（１２．０）

（１０７９４）（１７．８）
１２７５（１０．７）

（１５５２）（１８．８）
２９３８（７．９）

（１１８９）（２３．０）

出所：日本看護協会『看護統計資料集 平成２２年』及び「衛生行政報告例 平成２２年」より作成。
注：年齢層の比率は，就業場所総数に対する年齢階級別の就業看護師（准看護師）の割合である。

表６ 就業場所・年齢階級別就業看護師（准看護師）数・割合（平成２２年）（単位：人，％）
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平成１１年 平成１２年 平成１３年 平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年

就業者数計 １８８２０ １８４９２ １８７３７ １９０６７ １８９４５ １６８３０ １６１０７ １６２２７ １６０７１ １４８６４

病院 ７２４９ ６６６６ ６５７３ ７００６ ７２２３ ６０５５ ５１９７ ５００５ ４７５５ ４４２７

診療所 ２４８３ ２３９６ ２５２１ ２６０６ ２５８１ ２１９４ ２０７５ １９４７ １７５６ １５４４

訪問看護ステーション ９２３ ６６１ ６１４ ６０６ ５８６ ４９７ ４６９ ４４２ ３８８ ３３８

介護保険関係施設 ９７９ ９６７ ９５０ ８９４ ９７５ ８９２ ９３６ ８０８ ６６６ ６５８

社会福祉施設 １８５ ２１４ ２０２ ２３９ ２４０ １６６ １４２ １６０ １６０ １８４

その他 ７００１ ７５８８ ７８７７ ７７１６ ７３４０ ７０２６ ７２８５ ７８６５ ８３４６ ７７１３

求人数計 １１６８４２ １２０５１６ １３６６８１ １５０３５７ １５９７３１ １５０６２６ １５４７７３ １８９８０８ ２０３２７８ １９９２８３

病院 ６２３５１ ６１７５６ ７２０４４ ８１８８８ ８８１６０ ７９０７１ ７６６８１ １００６７２ １１１５４６ １１０１３５

診療所 ２０９２１ １９５０２ ２０５７１ ２２８０６ ２２１３６ ２０４７６ ２１３２０ ２３２９２ ２４０５３ ２３６２００

訪問看護ステーション ５００５ ５９９８ ６４８２ ６１３５ ６１５３ ７９７７ ９１９６ ９４７５ ９１３０ ８３７５

介護保険関係施設 １０５２１ １３０８０ １４１３８ １５４５７ １７１６４ １９４９８ ２２３０８ ２５９３７ ２７５８５ ２７２３２

社会福祉施設 １３６１ １７７５ ２１１９ ２１７２ ２４９５ ２３１１９ ２１７７ ２８１９ ３１０３ ２７７６

その他 １６６８３ １８４０５ ２１３２７ ２１８９９ ２３６２３ ２１２６５ ２３０９１ ２７６１３ ２７８６１ ２７１４５

求職者数計 ９５２８８ ８９８７１ ８８７１４ ９７０３５ １０３０４４ １０３１０５ ８０５６１ ７９９８３ ８５６２７ ８５９５４

病院 ５１６６４ ４７５５９ ４４８２２ ４７３２１ ４８５１２ ６０２７５ ４８７７０ ４８３７０ ５１６９１ ５１８２６

診療所 １７８６７ １６４７０ １６４５７ １８２５９ １９６８２ ４１４８４ ３７９３４ ３８８０５ ４２５１９ ４３２４５

訪問看護ステーション ３６９９ ３４２１ ３０３２ ２９６３ ２９５５ ９６２５ １０４０２ １０６２９ １０９０７ １０８９５

介護保険関係施設 ６５６２ ６３６４ ６３８６ ６９３１ ７１８０ ４５１３６ ４８２５９ ５８７７６ ６３１１２ ６４６７４

社会福祉施設 １０９０ １００９ ８６２ ８２６ ８８５ ６５１５ ８１９４ ７０７２ ６６３９ ６５５４

その他 １４４０６ １５０４８ １７１５５ １９６３５ ２３８３０ ９３９５４ １１７９６９ １３４９４７ １５８３２５ １７１３５１

出所：日本看護協会中央ナースセンター「ナースセンター登録データ統計資料集 平成１１－２０年度」より作成。

平成１１ 平成１２ 平成１３ 平成１４ 平成１５ 平成１６ 平成１７ 平成１８ 平成１９ 平成２０

求人倍率計
（求人充足率計）

１．２３
（０．１６）

１．３４
（０．１５）

１．５４
（０．１４）

１．５５
（０．１３）

１．５５
（０．１２）

１．４６
（０．１１）

１．９２
（０．１０）

２．３７
（０．０９）

２．３７
（０．０８）

２．３２
（０．０８）

病院
１．２１
（０．１２）

１．３０
（０．１１）

１．６１
（０．０９）

１．７３
（０．０８）

１．８２
（０．０８）

１．３１
（０．０７）

１．５７
（０．０６）

２．３１
（０．０４）

２．１６
（０．０４）

２．１２
（０．０４）

診療所
１．１７
（０．１２）

１．１８
（０．１２）

１．２５
（０．１２）

１．２５
（０．１１）

１．１２
（０．１１）

０．４９
（０．１０）

０．５６
（０．０９）

０．６０
（０．０８）

０．５７
（０．０９）

０．５５
（０．０６）

訪問看護ステーション
１．３５
（０．１８）

１．７５
（０．１１）

２．１４
（０．０９）

２．０７
（０．０９）

２．０８
（０．０９）

０．８２
（０．０６）

０．８８
（０．０５）

０．８９
（０．０４）

０．８４
（０．０４）

０．７６
（０．０４）

介護保険関係施設
１．６０
（０．０９）

２．０６
（０．０７）

２．２１
（０．０６）

２．２３
（０．０５）

２．３９
（０．０５）

０．４３
（０．０４）

０．４６
（０．０４）

０．４４
（０．０３）

０．４４
（０．０４）

０．４２
（０．０２）

社会福祉施設
１．２５
（０．１３）

１．７６
（０．１２）

２．４６
（０．０９）

２．６３
（０．１１）

２．８１
（０．０９）

０．３６
（０．０７）

０．２７
（０．０６）

０．３９
（０．０５）

０．４６
（０．０２）

０．４２
（０．０６）

その他
１．１６
（０．４２）

１．２２
（０．４１）

１．２４
（０．３７）

１．１２
（０．３５）

０．９９
（０．７３）

０．２３
（０．３３）

０．１９
（０．３１）

０．２０
（０．２８）

０．１７
（０．２９）

０．１６
（０．２８）

出所：日本看護協会中央ナースセンター「ナースセンター登録データ統計資料集 平成１１－２０年度」より作成。
注：求人倍率は、求職者数に対する求人数の割合である。
求人充足率は、求人数に対する就職に至った者の割合である。

表７ 施設種類別就職者数、求人数、求職者数（単位：人）

表８ 施設種類別の求人倍率・求人充足率
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人数を見ると，病床数４００床以上の特定機能

病院と病床数２００床以上の地域医療支援病院

を合わせた急性期病院全体の求人数が全求人

数に占める比率は，平成１５年度５２．９％，平成

１６年度５２．８％，平成１７年度５６．９％，平成１８

年度６２．１％，平成１９年度６２．９％，平成２０年

度６２．５％と漸増しており，急性期病院の求人

数の増加が，病院全体の求人数の増加を押し

上げる主な要因となっている２２）。

これに対し，夜勤を含む交替制勤務がない

診療所の求人倍率は，平成１６年以降０．５倍前

後の水準で推移しており，求職者数が求人数

を上回る状態が続いている。次に，訪問看護

ステーション，介護保険関係の施設では，平

成１６年の集計システム変更に伴いデータに大

きな変化が生じているため，労働市場の動向

に大きな影響を与える平成１２年の介護保険制

度の導入をはさむ平成１１年度から１５年度まで

の求人倍率の推移で見ると，訪問看護ステー

ションでは，１．３５倍，１．７５倍，２．１４倍，２．０７

倍，２．０８倍，介護保険関係の施設では，１．６０

倍，２．０６倍，２．２１倍，２．２３倍，２．３９倍と，こ

の分野での人材不足感は一気に強まっている。

さらに，求人充足率を施設種類別にみると，

病院では，平成１１年度の１２％から，平成２０

年度には４％へと年々減少している。なお，

診療所の求人充足率も，病院を若干上回るも

のの，病院と同様に減少傾向にある。さらに，

訪問看護ステーション，介護保険関係の施設

でも求人充足率は減少しており，介護保険関

係の施設では，とりわけ低い水準で推移して

いる。このように，急性期病院，訪問看護ス

テーション，介護保険関係の施設等では，看

護職員の需要があるにもかかわらず，一様に

再就職者のスムーズな就職決定には至ってい

ない。

おわりに

本稿では，看護職員の需要構造に影響を与

える医療制度改革の展開を概観しつつ，この

ような方向のもとでの看護職員の供給動向を

調べ，看護職員の労働市場の実態を明らかに

して，その課題を探った。

国の医療制度改革に関する基本戦略は，医

療保険と介護保険の機能分担と連携を基盤と

する在宅医療シフトの強化である。そのため

の主な対策は，①急性期医療の強化による入

院期間の短縮化，②急性期から回復期，在宅

医療に至る医療機関の役割分担の明確化，③医

療・介護サービス体制の連携強化による医療，

介護，予防，住まい，生活支援サービスを切

れ目なく提供するシステムの推進である。こ

うして慢性期医療の場が，「在宅」へと大きく

シフトする現在，急性期病院だけでなく在宅

療養にかかわる看護職員の需要も膨らみ，需

要構造に合致する看護職員をいかに量・質と

もにバランスよく確保するかが緊急性の高い

課題となってくる。

こうした状況のもとでの看護職員の供給は，

看護基礎教育の大学化と，准看護師養成から

看護師養成への移行，専門性の高い看護職員

の養成が順調に進む一方，新卒者以外の者が

「学び直し」によって看護職員を目指すための

受け皿は徐々に狭まりつつある。

また，新卒者の就職先は急性期病院に集中

し，就業看護職員の就業場所も，年齢，資格

によって若干異なるものの同様の傾向を示す

中，需要のある在宅医療，介護保険関係の施

設等では，若手を中心に人材不足の問題が切

実な課題になりつつある。さらに，再就職者

と求人側の希望がうまくマッチしない雇用の

ミスマッチの問題も，在宅療養関連の施設等

を中心に看護職員の労働市場全般で拡大して

宮 本 恭 子
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いる。

このように，看護職員の労働市場では，需

要のある急性期病院，在宅療養関連の施設等

に必要な看護職員が十分に確保できない状況

が深刻化しつつある。今まさに，看護の現場

では，高質な市場を追及しつつ，必要なとこ

ろに必要な看護職員をいかに確保するかが緊

急性の高い課題となっており，その対策への

議論と速やかな実践が求められている。そこ

で，以下のような政策的な整備・充実を提案

したい。

まず，狭まりつつある新卒者以外の社会人

等の「学び直し」の機会を充実させることだ。

若年層を中心に雇用の問題は一段と深刻さを

増している。若年層，子育てを終えて一段落

した女性，転職者，男性等にも看護職員の労

働市場に参入してもらえるよう，各種の政策

を講じなければならない。職業人生が長くな

る今，プロになるのに遅すぎることはない。

男性も含めた転職者を積極的に受け入れる「受

け皿」の整備が課題になる。これまでは，主

に専門学校や准看護学校がその受け皿として

機能してきたが，今後は大学も受入れ体制を

整え，これらの多様な人材が看護職を目指し

てチャレンジできるよう，「学び直し」の教育

の充実を真剣に考えるときだ。

また，労働力人口が減少する今，女性の労

働市場の拡大も不可欠だ。看護職員の労働市

場は，すでに女性が労働力人口の重要な層を

形成するが，さらに，女性の参入と定着が進

むよう，この機会に思い切った対策を講じて

ほしい。家庭と仕事を両立できるよう，夜勤

などの勤務体制や業務特性に応じた環境づく

りが課題になる。それには，政策的なインセ

ンティブもほしい。

さらに，定年を迎えた人も在宅医療や介護

関係の施設等の担い手だ。人生経験や職業経

歴の豊かなこれらの者が，これまでの就業先

とは異なる在宅療養関連の施設等のあらたな

分野に移りやすくするなどして，そこで力を

発揮してもらうことが社会全体のためになる。

在宅療養拡大へ向けて訪問看護師の育成と確

保が重要な課題になる今，経験豊かな定年を

迎えた人に，その貴重な人材として力を発揮

してもらうことを検討すべきだ。能力開発は

ここでも重要になる。それには，地域の実状

に適した退職者の再就職を支援するシステム

の開発と運用が課題になる。ここでも大学に

積極的な推進役を期待したい。

最後に，再就職者のキャリア形成を支援す

ることも重要だ。これまで見てきたように，

看護職員を求める場は多様化している。再就

職者がスムーズに就職決定に至るよう，個人

の状況に適した多様な就労場所の紹介を行う

などの支援が求められる。そのために，看護

分野を熟知したキャリアコンサルタントの活

用を提案したい。需要のある病院や施設等と

再就職者を結びつける役割が期待できるか

らだ。

高齢化が超高速で進む今，医療機関で集中

的な医療を提供する看護職員だけでなく，高

齢者や障害者を対象に，地域医療と介護を総

合的に支える看護職員の需要は今後ますます

増大する。看護の展開が多様化する今，看護

職員の労働市場も変わっていかなければなら

ない。

少子化を反映した若年層の労働力人口の減

少を踏まえ，十分な人材を確保するには，多

様な人材を確保して看護職員の労働市場の層

を厚くする視点が不可欠だ。多様な人材の参

入を可能にし，多様な働き方を認める看護職

員の労働市場にしなければ，高質な市場を追

求しつつ，需要構造に合致する人材をバラン

ス良く確保することはできないからだ。それ

看護職員の需要構造と看護労働力確保の課題
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をスムーズに達成するには，高質な市場の追

求と，層の厚い労働市場の形成の両立を可能

にする政策介入が不可欠であろう。

最後に，今後の課題について述べておきた

い。本稿では，看護労働力確保の課題を検討

するうえで不可欠の要素と考えられる看護職

員の地域別の偏在の問題や，人口に比した病

床数と看護職員確保の課題には触れていない。

これは今後の課題としたい。

【注】
１）http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/

iryosd/１０/dl/byoin.pdf（２０１０）最終アクセ

ス２０１２年８月１４日。
２）女性雇用者数は，総務省「労働力調査」（平

成２２年平均）による。

http ://www.e−stat.go. jp/SG１/estat / GL

０８０２０１０３. do ? _ toGL０８０２０１０３_ & listID =

０００００１０６９８０８&requestSender=dsearch

最終アクセス２０１２年８月１５日。

女性看護職員就業者数は，厚生労働省「衛

生行政報告例」（平成２２年度）による。

http ://www.e−stat.go. jp/SG1/estat / GL

０８０２０１０３. do ? _ toGL０８０２０１０３_ & listID =

０００００１０８３５４１&requestSender=dsearch

最終アクセス２０１２年８月１５日。
３）http://www.npu.go.jp/policy/policy０４/pdf/

２０１１０８０５/２０１１０８０５.pdf（２０１１年８月５日）

最終アクセス２０１２年８月１４日。
４）日本看護協会は，病院で働く看護職員の需

給動向や労働状況を全国規模で把握するこ

とを目的に，１９８７年以降４年ごとに「病院

看護実態調査」を実施している。
５）日本医療労働組合連合会，看護職員の労働

実 態 調 査「報 告 書」，医 療 労 働 №

５２６，２０１０．http://www.irouren.or. jp/jp/

html/ menu６/ pdf /２０１００７iryouroudou. pdf

（２０１０）最終アクセス２０１２年８月１４日。
６）安川文朗・川口 章，中央ナースセンター

求職登録データによる潜在看護職の求職行

動に関するミクロ分析，ITEC Working Pa-

per Series０７－１６September２００７．

http://www.itec.doshisha−u.jp/０３_publica-

tion/０１_workingpaper/２００７/０７−１６−FINAL−

Yasukawa−Kawaguchi−itecwp.pdf（２００７）最

終アクセス２０１２年８月１４日。
７）林 千冬，日本における看護・介護職員の

就業構造と労働の変化，日本労働社会学会

年報 第１３号，２００２，５９－８２。
８）社会保障審議会医療部会，医療提供体制の

改革に関する意見，平成２３年１２月２２日

http : / / www. mhlw. go. jp / stf / shingi /２r

９８５２０００００１ywpv−att/２r９８５２０００００１ywuu.pdf

（２０１１）最終アクセス２０１２年８月１４日。
９）患者の状態に応じたふさわしい医療を効率

的に行う手段として考え出された新しい病

床区分のひとつである。急性増悪を含む発

症まもない患者である急性期の段階を過ぎ

て回復期にある病床のことを指す。
１０）http://www.kantei.go.jp/jp/kakugikettei/

２０１２/２４０２１７kettei.pdf（２０１２）最終アクセス

２０１２年８月１４日。
１１）「第七次看護職員需給見通しに関する検討会

報告書」平成２２年１２月２１日．

http : / / www. mhlw. go. jp / stf / houdou /２r

９８５２００００００z６８f−img/２r９８５２００００００z６df.pdf

（２０１０）最終アクセス２０１２年８月１４日。
１２）http://www.ipss.go.jp/publication/j/shiryou/

no.１３/data/shiryou/syakaifukushi/４１３.pdf

（１９９１）２０１２年８月１４日最終アクセス。
１３）http://wwwhakusyo.mhlw.go. jp/wpdocs/

hpaz１９９６０１/b００４１.html（１９９２）最終アクセ

ス２０１２年８月１４日。
１４）日本看護協会出版会『平成２３年看護関係統
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２３２０１４年３月



計資料集』２０１１，１９６－１９８。
１５）http://www.nurse.or.jp/nursing/qualifica-

tion/senmon/touroku/show_unit.cgi?mode=

all（専門看護師数）

http://www.nurse.or.jp/nursing/qualifica-

tion/senmon/ichiran.html（専門看護師養成

機関一覧）

http://www.nurse.or.jp/nursing/qualifica-

tion/nintei/ichiran.html（認定看護師養成機

関一覧）

http://www.nurse.or.jp/nursing/qualifica-

tion/nintei/touroku/show_unit.cgi?mode=all

（認定看護師登録者数）
１６）http://www.nurse.or.jp/nursing/qualifica-

tion/howto/pdf/haichiyoken.pdf（２０１２年８

月１４日最終アクセス）。
１７）日本看護協会出版会『看護関係統計資料集

（平成１４年，１５年，１６年，１７年，１８年，１９

年，２０年，２１年，２２年，２３年）』。
１８）日本看護協会出版会『看護関係統計資料集

（平成１４年，１９年，２３年）』。
１９）日本看護協会出版会『看護関係統計資料集

（平成８年，１２年，１６年，２０年，２２年）』。

衛生行政報告例は，

http ://www.e−stat.go. jp/SG１/estat / GL

０８０２０１０３. do ? _ toGL０８０２０１０３_ & listID =

０００００１０８３５４１&requestSender=dsearch（平

成２２年），

http ://www.e−stat.go. jp/SG１/estat / GL

０８０２０１０３. do ? _ toGL０８０２０１０３_ & listID =

０００００１０５９６４０&requestSender=dsearch（平

成２０年）

http ://www.e−stat.go. jp/SG１/estat / GL

０８０２０１０３. do ? _ toGL０８０２０１０３_ & listID =

０００００１０４８０６８&requestSender=dsearch（平

成１６年）

http ://www.e−stat.go. jp/SG１/estat / GL

０８０２０１０３. do ? _ toGL０８０２０１０３_ & listID =

０００００１０８４０５４&requestSender=dsearch（平

成１２年）

http ://www.e−stat.go. jp/SG１/estat / GL

０８０２０１０３. do ? _ toGL０８０２０１０３_ & listID =

０００００１０４８４１７&requestSender=dsearch（平

成８年）

最終アクセス２０１２年８月１６日。
２０）日本看護協会中央ナースセンター，ナース

センター登録データ統計資料集 平成１１－

２０年度。
２１）前掲２０）。
２２）前掲２０）。
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